
沖縄看護卒業研究発表会で我那覇綾子さん、久場川美波さん、大城愛梨さんが優秀演題賞を受賞︕ 

 
2021年 2 月 16日（火）にオンラインで開催された第５回沖縄看護卒業研究発表会（主催 一般財団法

人 生命医学研究振興財団 理事長 北城武司氏）にて、保健学科 4年次の我那覇綾子さん（基礎看護学

分野：指導教員 豊里竹彦）と、久場川美波さん（成人・がん看護学分野：指導教員 照屋典子）が最優秀

賞、大城愛梨さん（成人・がん看護学分野：指導教員 照屋典子）が優秀賞を受賞しました。 

おめでとうございます！ 研究テーマは以下のとおりです。 

 

我那覇綾子さん「看護職のワーク・ファミリー・コンフリクトとソーシャル・キャピタルが離職願望に

及ぼす影響」 
 
久場川美波さん「がん体験者を活用した小学 6年生児童へのがん教育授業による教育効果の検討」 

 

大城愛梨さん 「沖縄県がん患者会における運営上の困難・工夫と医療者に対するニーズの検討」 

 

保健学科では、3 年生から 4 年生にかけて、人々の健康や看護の諸問題を明らかにし、問題解決に向け

た研究に関する基礎（研究方法論、調査法、研究発表及び研究論文の作成方法）を学ぶ「卒業研究」を必

修科目として取り組んでおり、今回はその成果を発表していただきました。 

4 月から県内外の病院で看護師として従事しますが、「本研究での学びや成果を これからの看護実践に

活かしてしていきたい」と語っていました。 
 

  

オンラインでの開催の様子          受賞した皆さんと記念撮影 

 

 

 

 

 

 



看護職のワーク・ファミリー・コンフリクトとソーシャル・キャピタルが 
離職願望に及ぼす影響 

 

 

琉球大学 医学部 保健学科 我那覇綾子 
 
 

【目的】本研究では，多重役割を担う看護師を対象にワーク・ファミリー・コンフリクト（WFC）
と離職願望との関連およびソーシャル・キャピタル（SC）における緩衝作用について検討す

ることを目的とする． 
【対象・方法】沖縄県内外の 19 病院で勤務する看護職 702 名に対し，自記式無記名質問紙調査を行

った．調査内容および分析方法は，男女別に離職願望を従属変数，WFC の 2 つの下位概念で

ある仕事から家庭への葛藤（WIF），家庭から仕事への葛藤（FIW），SC および WIF と FIW そ

れぞれと SC の交互作用項を独立変数，基本属性を調整変数とした階層的重回帰分析を行っ

た．本研究では，SPSS25.0J を使用し，有意水準 5％未満を統計的有意とした．なお，本研究

は琉球大学人を対象とする医学系倫理審査委員会の承認を得た． 
【結果と考察】基本属性は男性（15.9%），女性（84.1%）であり女性が多数を占めた．女性にのみ FIW

低群と高群ともに SC 低群に比べ，SC 高群の離職願望が有意に低値を示した．また SC 低群

では，FIW 高群と低群における離職願望に有意差を認めなかった．SC 高群では，FIW 高群が

FIW 低群に比べ離職願望が有意に高値を示した．つまり，女性は家庭から仕事への  役割

葛藤の高低にかかわらず，ソーシャル・キャピタルの高い看護師は離職願望が低くなること

が示唆され，一方でソーシャル・キャピタルが高い状況においては，家庭から仕事への葛藤

が高い看護師は，離職願望が有意に高くなることが示唆された．  
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がん体験者を活用した小学 6 年生児童へのがん教育授業による 
教育効果の検討 

 

 

琉球大学 医学部 保健学科 久場川美波 
 
【目的】小学校 6 年生児童へがん体験者を活用したがん教育授業を行い，児童のがんやがん患者に

対する認識を明らかにし，今後，小学校におけるがん教育を推進する上での課題について

検討することを目的とした． 
【方法】県内 A 小学校児童 69 名を対象とし，担任教諭ががんに関する授業をした 2 週間後，がん

体験者による“いのちの授業”を実施し，児童が記入したワークシートを質的に分析した． 
【結果及び考察】 

分析の結果，がんは〈2 人に 1 人がかかる身近な病気〉であり，〈生活習慣に気をつけてい

てもかかることがある〉ため，〈大切な人にもがん検診や健康診断を勧める〉ことを学んで

おり，家族へ検診の重要性を伝える波及効果も期待されることが示唆された．授業前は，がん

患者に対し〈暗く元気がないイメージ〉を抱いていたが，〈明るくて前向きに生きている〉

人へ認識が変化していた．また，大切な人ががんになった場合，【励まし支えとなる】こと

や今後は【日頃から自分や周りの人を大切にする】等が抽出され，自他の命の大切さを考え

るきっかけにもつながっていた(表 1)．以上のことから，児童へのがん教育にがん体験者を活

用することで，がんに関する正しい知識やがん患者に対する正しい認識，さらに共生の姿勢

の醸成につながることが示唆された．今後，がん教育を推進していく上で，学校教諭や一般市

民へこのようながん教育の効果について，普及啓発を図ることが必要と考える． 
 
 
 
 
 
 

  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 
 

沖縄県がん患者会における運営上の困難・工夫と医療者に 
対するニーズの検討 

 
琉球大学 医学部 保健学科 大城愛莉  

 

【目的】沖縄県がん患者会の運営者が抱える困難及び医療者に対するニーズを明らかにし，医療者

とがん患者会との連携及び協働の推進に向けた示唆を得ることを目的とした． 

【方法】がん患者会 12団体の運営者 13名を対象に、半構造的インタビューを行った．調査内容は,

基本属性，患者会の概要，運営上の困難及び工夫，医療者に対するニーズである．  

【結果】対象者は男性 4名，女性 9名，30～70歳代であった．分析の結果，運営者は【活動資金不

足】，【運営者の負担増】，【広報活動の限界】，【患者会の拡大を図ることの難しさ】，【医療者

との連携の難しさ】という困難を抱えながらも，【活動資金の獲得】，【予算やニーズに合っ

た活動場所の選定】を行い，役割分担することで【運営者の負担軽減】を図っていた．離島

患者会の運営者は〈がんであることを知られたくない人が多いため患者会の呼びかけが難

しい〉等の特有の困難を抱えていた．また、運営者は医療者に対して，【患者会について患

者へ情報提供してほしい】，【専門職の立場から支援してほしい】等の支援を求める一方で

【患者会として病院に協力したい】と考えていることも明らかとなった（表 1）． 

【考察】医療者とがん患者会との連携及び協働を推進していく上では，医療者が患者会活動に関心

及び理解を深めるとともに，患者会と医療者の双方が互いの役割を認識し，対等な関係で

連携できる体制を構築する必要性が示唆された． 

 

   
 


